全身性障害者介護人派遣事業からホームヘルプサービス事業、

そして重度訪問への歴史と概要
介護制度要求運動は、東京都府中市にある府中療育センターでの、施設移転反対と入所者の待遇改善を求めた運動、いわゆる「府中療育センター闘争」から始まった。それは施設収容を否定し、地域での在宅自立生活の保障を求める運動につながる。

1974年東京都が「重度脳性麻痺者介護人派遣事業」を制度化した。派遣対象は、身障手帳１級の20歳以上の脳性マヒ者、独立して屋外活動をすることが困難な者に対して月４回派遣された。これまでも「家庭奉仕員派遣事業」が実施されていたが、派遣されてくるのは公務員ヘルパー(当時は奉仕員というが)であり、障害者が推薦した介護人が派遣されて来る。という当時としては、画期的なことであった。この制度が全国に広がり2003年支援費制度の「日常生活支援」2006年障害者自立支援法「重度訪問」に繋がり、2014年知的障害者と精神障害者に利用対象が広がった。。
そこで、全身性障害者介護人派遣事業ならびにホームヘルプサービス事業の歴史と概要を以下に記す。
1962年……ホームヘルプサービス事業の前身である家庭奉仕員派遣事業は1962年に「家庭奉仕員活動費」として初めて予算化され、1963年老人福祉法に明文化された。
1967年……障害者に対する制度が始まる。当時は、派遣対象世帯を原則として非課税世帯に限定していたため派遣世帯も限られており、ヘルパーもほとんど公務員のヘルパーのみが派遣されていた。

1972年……改正で、①派遣決定の部分を除き、社協等への事業委託が始まる　　②特例的に、ヘルパーは非常勤の身分でもよい、ということが明記され、事業委託・非常勤ヘルパーに道が開かれた。
1974年……東京都で「脳性麻痺者介護人派遣事業」が始まる。月４回。75年から月５回(～78年)79年から86年までに段階的に月12回。
1982年……9月に厚生省は大幅な制度改正を行い、①必要な世帯に対して派遣回数・時間数の増を図る　②利用者の多様なニーズに対応するため家庭奉仕員の勤務態勢の弾力化（パート・時間給ヘルパーの導入）を図る　③所得税課税世帯に対しても有料で派遣できるものとする　という趣旨の通知を出す。この通知により、家庭奉仕員派遣事業は、限られたごく一部の人に対する制度から、家事・介護の援助を必要とする世帯への一般的な制度となった。この通知に基づいて、市町村は、事業委託や、時間給のヘルパー確保などさまざまな方法を活用して人材の確保に努めることになった。

なお、この通知のなかで、派遣回数、時間数の増を目的として「家庭奉仕員の派遣は原則として１日４時間、１週６日間、１週当たり延べ18時間を上限としてサービス量を調整し、これに対応できる派遣体制の整備を行うようにすること。」という一文が書かれたため、これが都道府県、市町村レベルでは「週18時間枠」として実質的上限として機能することになった。
1987年……東京都の財政事情により「脳性麻痺者介護人派遣事業(家族介護)月12回」と「全身性障害者介護人派遣事業(他人介護)月13回」になる。
1988年……365日派遣に向けて、東京都と障害者団体の間で「89年から93年までに段階的に増やし、365日派遣を実現する」を合意する。89年17回・90年20回・91年23回・92年26回・93年31回。
1989年……1990年～1999年までの10年間でヘルパーの数を約３万人から10万人に増やす「ゴールドプラン」（高齢者保健福祉推進１０ヵ年戦略）の策定を受けて、厚生省は90年12月、「家庭奉仕員派遣事業」を廃止し、「ホームヘルプサービス事業」として位置付け直し、派遣時間数の上限に関わる規定を無くした。
1982年の制度改正により、東京都では「家政婦協会」にヘルパーは件業務が委託された。それまで男性ヘルパーを派遣してほしいと要望しても、公務員ヘルパーのほとんどが女性であったため派遣を受けられなかった人。また、入浴やトイレ介護が出来ないと言われ、家事援助のみの派遣しか受けられなかった人が、民間委託によって自分の介護者をヘルパーとして事業所に登録して、派遣が受けられるようになった。いわゆる「自薦登録ヘルパー」である。この手法を「旧厚生省」も全国課長会議等の資料に紹介することで、全国の自治体に「自薦登録ヘルパー」が広まった。
1992年……92年３月厚生省の老人福祉計画課は、それまでのヘルパー制度を全面的に見直すよう「ホームヘルプ事業運営の手引き」を出し、次のような強い調子で都道府県・市町村に対して制度の改善を求めた。「ホームヘルパーの活動状況については、福祉マップ等の現時点でのデータによると、利用者１人当たり全国平均では、週１回、２～３時間のサービス提供となっており、対象者のニーズに必ずしも十分応えたものとなっていない。」「このような結果となっている主要な原因の１つとして、市町村がサービスの提供に際し、サービス回数、時間を対象者や家庭の状態に関わらず一律に定めているなど、ニーズがあるにもかかわらず制限を行っていることである。いたずらに画一的なサービスの決定を行うことは、適当ではない。このような要綱等を定めている市町村は、早急に改正する必要がある。」

1993年……自治体では、その１年後の93年３月にようやく東京都が「週18時間枠」の撤廃を決め、区市町村への通知を行った。これにより、93年度田無市や、東久留米市では１日12時間、週84時間と上限が一挙に拡大された。95年度には10市区以上が週18時間をこえるヘルパー派遣を行った。この年、東京都の「全身性障害者介護人派遣事業」が1日8時間365日の派遣が可能となり、生活保護の障害者加算内の他人介護料(大臣承認) 1日4時間の介護料の三制度で、24時間介護が実現した。
1995年……「ゴールドプラン」は「新ゴールドプラン」となり、99年度までのヘルパーの目標数値も10万人から17万人に改められた。厚生省はさらに95年度に24時間巡回型のヘルパーを予算化した。
1997年……これまで東京都独自予算で行ってきた派遣事業を、国のホームヘルプ事業の予算に組み入れて実施する。事業名称を「全身性障害者介護人派遣サービス事業」に変更。同様の事業を17都道府県で行い24時間介護を実施する自治体が増えた。
2000年……４月に介護保険が始まり、ホームヘルプ事業が障害者の予算で組まれるようになった。
2003年……1月に「４月から始まる支援費制度の国庫補助基準を決めるに当り、障害状況に応じて基準を設ける」との新聞報道。利用上限が決められては生活が出来ないと、障害者が猛反対。抗議行動によって、基準は決めるが、利用上限ではないと厚労省が軌道修正。諸々の問題を含みつつ支援費制度が４月スタート。
2004年……’03年に始まった支援費制度であるが、初年度の当初予算を大幅に超える利用があり事実上の制度破綻。10月に「改革のグランドデザイン」が出され、介護保険への統合案等早くも制度改正の動きが始まる。
2005年……介護保険への統合案が政財界からの反対もあり頓挫。「障害者自立支援法」が、国会に上程され11月法案成立。

2006年……障害者自立支援法４月から利用料の聴衆など一部施行され、10月より本格的に実施。

2009年……3月31日、厚生労働省が障害者自立支援法等の一部を改正する法律案を第171回国会に提出[2]　　　　　　　　　　　　　　　　　　9月19日、民社国連立政権・鳩山内閣の長妻昭

HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8E%9A%E7%94%9F%E5%8A%B4%E5%83%8D%E5%A4%A7%E8%87%A3"
厚生労働大臣は同法の廃止を明言　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12月8日、内閣に障がい者制度改革推進本部を設置
2010年……4月1日、低所得（市町村民税非課税）の障害者等につき、福祉サービス及び補装具に係る利用者負担を無料化　　　　　　　　　　　　12月3日、第176回国会にて、障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律（通称、障害者自立支援法改正案）が成立。
2012年……2月10日、野田内閣の閣議にて、障害者自立支援法の廃止を閣議決定。6月20日、第180回国会にて、地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律が、参議院

HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9C%AC%E4%BC%9A%E8%AD%B0"
本会議にて可決し成立。これにより、障害者自立支援法から「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」（通称・障害者総合支援法）と名称が変更となった。これにより、法律の理念・目的が変更となった。
2013年……本法律の施行4月1日から始まった。

2014年……4月１日重度訪問の利用対象が知的障害者及び精神障害者に拡大される。
